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はじめに
　インターネットの普及により、誰もが情報を発信することができるようになった。それは
ある事件の当事者だったり、様々な分野の専門家だったりする。政府が自ら発表資料をウェ
ブサイトに載せ、人々が発表されたそのままの資料に接するということも可能になった。
　それにより、マス・メディアを利用しニュースや論説・解説・評論を発信することが、ジ
ャーナリズム活動のすべてではなくなった。そればかりか、松本サリン事件報道やTBSオウ
ム真理教ビデオテープ問題などのマス・メディアの失態もあり、活動内容が厳しい目にさら
されるようになっている。
　こうした状況下において、ジャーナリズムにはどのような役割が期待され、どのような社
会的な責任があるのか、改めて考えていく必要があるのではないだろうか。
　メディア（プレス）の社会的責任というと、発表後50年以上が経っているものの、いまで
もその研究においては、米国のプレスの自由委員会（ハッチンス委員会）に端を発し、米国
の学者3人の共著である『マス・コミの自由に関する四理論』　（Four　Theories（ofthe　Press）に
よって四つの理論のうちの一つとしてまとめられた「社会的責任理論」が、手がかりになる
だろう。日本におけるジャーナリズム研究でもいまだ頻繁に引用されることからも、一種の
原点としてとらえられていることは明らかである。
　本稿は、プレスの「社会的責任理論」に関する近年の日本での研究の流れを振り返ること
で、今後メディアの役割と責任を考える上での必要な視点や取り組むべき課題を明らかにす
ることを目標とした。
1．社会的責任理論
　プレスの社会的責任理論は、ハッチンス委員会によって1947年に公表された報告書『新聞
の自由と責任』　（AFree　and　Responsibie　Press：AGenerai　Report　on　Mass　Communication：
Newspapers，　Radio，　Motion　Pictures，　Magazines，　and　Books）1）に端を発し、シーバート、ピータ
ースン、シュラムが1956年に出版した『マス・コミの自由に関する四理論』　（内川芳美訳、
東京創元社）で四つの理論の一つとしてまとめられた。
　20世紀に入りアメリカでは、産業・技術が一層発展するとともに都市の人口も増え、報道
機関の巨大化・独占化が進んだ。そこでは、政府対市民という対立構造ではなく、政府・市
民・プレスの三極構造ととらえられる状況と変容した。プレスが公衆のための道具とは言い
難い状況となった（大井、1999a：31）。この状況を背景に、プレスの自由主義理論に修正を
加える「社会的責任理論」が登場した。
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　その修正内容は、3点ある。第一に「政府を中心とした外部勢力の束縛『からの自由』」でt
はなく「望ましい目的達成の『ための自由』」、すなわち「受動的、消極的な自由」から
「能動的、積極的な自由」への転換である。第二に「メディアの自由を積極的に推進するた
めに政府の介入ないし責任を示唆した」点である。第三に「機能不全に陥った『自由市場原
理』に対する明らかな懐疑」である（大井、1999a：31）。
　具体的には、社会的責任理論の端緒となったプレスの自由委員会は、次の5点を「社会的
責任」として勧告している。
　1「『その日の出来事についての、真実で、総合的で、理知的な記事を、それらの出来事
の意味がわかるような文脈のなかで』報道すること」
　2「『説明と批評の交流の場』として奉仕すること」
　3「『社会を構成している各集団の代表像』を映し出すこと」
　4「『社会の目標や価値を提出し、かつ明らかにする』責任を負う」こと
　5「『現在の情報に接近する十分な機会』を提供すること」　（シーバートほか、
1956＝1959：159、　164、　167、　168）
　日本では、『新聞の自由と責任』が米国の出版での翌年の1948年に、『マス・コミの自由
に関する四理論』が米国での出版の約3年後の1959年に日本語に訳されており、比較的早い
段階で紹介されたといえるだろう。『新聞の自由と責任』は、連合国総司令部（GHQ）の民
間情報教育局（CIE）によって日本新聞協会に翻訳権が与えられている。
2．近年の日本での「社会的責任理論」をめぐる研究
　今回、近年の日本の社会的責任理論について研究するのに、まず、『マス・コミュニケー
ション研究』第70号（2007年）の特集「マス・コミュニケーション研究　回顧と展望」に当
たった。大石泰彦「メディアと倫理」は、社会的責任理論の現代的意義を再検討した論文と
して、内川芳美「プレスの自由委員会報告書のその後」　（内川、1993）と林香里「『プレス
の社会的責任理論』再訪」　（林、2001）を挙げており（大石、2007：19）、まずこの2本を研
究対象とした。
　また、同じ『マス・コミュニケーション研究』第70号には、塚本晴二朗が「アメリカ・ジ
ャーナリズム倫理研究の潮流」と題し、米国での社会的責任理論に関する研究の動向を紹介
している（塚本、2007a）。塚本は、ジャーナリズムの倫理についての論文で、頻繁に社会的
責任理論を取り上げていることから、この論文のほか、同じ2007年に出された日本大学法学
部新聞学科編『メディアの変貌と未来』に掲載されている「メディア倫理学の再構成」　（塚
本、2007b）も今回の対象とする。
　更に、林論文や塚本論文によると、大井眞二が「メディアの自由の歴史一英米の理論の系
譜」　（大井、1999a）や谷藤悦史との共同執筆で「近代の始まり一『プレスの自由論』再考に
向けて」　（大井・谷藤、1991）を著している。この2本も、林や塚本の先行研究と考えられ
るので取り上げる。また大井はこのほか「メディアの規範理論再考序説」　（大井、1999b）、
「リベラル・ジャーナリズムの思想史一一アングロ・アメリカンの系譜」　（大井、2005）で
も社会的責任理論について論じている。1990年代から2000年代にかけ、社会的責任理論に関
して多くの論文を発表した日本の研究者の一人と考えられることから、その議論の内容を検
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討するためこの二つの論文も取り上げることにした。
　ハッチンス委員会の報告書を新たに訳し直し『自由で責任あるメディア』　（米国プレスの
自由調査委員会、1947＝2008）として出版した渡辺武達も、社会的責任理論に関心がある研究
者と考えられる。渡辺は、　「メディア倫理の社会的パラダイム」　（渡辺、2004）で、ハッチ
ンス委員会、英国王立プレス委員会、日本の「新聞倫理綱領」と「新聞法制研究会」にっい
て分析しており、これも研究対象に含めることにした。
　これらの論文を、ひとまず、「社会的責任理論自体の研究」、　「欧米の言論の自由・ジャ
ーナリズム史の中で取り上げた研究」、「日本での受容にっいて触れた研究」に大別し、日
本での社会的責任理論の研究動向を検討することとした。
2．1．社会的責任理論自体の研究
　社会的責任理論の研究には、ハッチンス委員会報告書や『マス・コミの自由に関する四理
論』に関する研究のほか、社会的責任理論の研究動向について取り上げたものも含めた。
2．1．1．内川芳美「プレスの自由委員会報告書のその後」
　『マス・コミの自由に関する四理論』の翻訳者でもある内川芳美は、石坂悦男ほか編の
『メディアと情報化の現在』に「プレスの自由委員会報告書のその後」と題し、ハッチンス
委員会報告書の発表当時の反響、発表5年後にハッチンス委員会で副委員長を務めたゼカリ
ア・チェフィーによる反論（Chafee、1953）、20年後に「コロンビア・ジャーナリズム・レ
ビュー」　（CJR）に掲載された特集2）、35年後にエリー・エーベルによって書かれた論文
（Abel、1984）による評価を取り上げた（内川、1993）。
　このうち、報告書の発表当時の評価については、よく知られている通り、マス・メディア
業界から激しい批判があったことを紹介している。そのポイントは、　「マス・メディアの実
際を知らない学者たちの空理空論だという点」と「プレスに対する政府規制を肯定してい
る」に集約されている。後者について内川は、報告書はメディアの自主規制の必要性を強調
しており、「為にする批判のそしりを免れない」と指摘する。
　その後現れた肯定的な評価については、大きく分けて二つ紹介している。一っはプレスの
自由に関する議論を政府対プレスという構造から、より新しい構造を認識した視野の広い議
論へと発展させたというものである。もう一つはプレスの新しい理論的基礎として、社会的
責任理論の発端となったというものである。私的企業であるプレスに社会的責任という概念
を理論的に導入し、プレスの自由に歴史的変容をもたらしたという。
　発表5年後に出た「部外者の見たプレス」は、ハッチンス委員会の委員の一人チェフィー
によって書かれた（Chafee、1953）。チェフィーは、部外者による空理空論だという批判に対
し、部外者から学んでこそ発展すると反発している。
　そしてチェフィーは、報告書が指摘した自主規制が必要なのかという問題や、委員会で取
り上げた「真実を報道すること」、「名誉殿損の場合の訂正文掲載」、　「一都市一新聞の地
域独占」の問題について、委員会の主張を改めて強調した。
　20年後のCJRの特集は、ジェームス・ボイランの論文「ハッチンス委員会・20年の回顧」
（Boytan、1967）と、委員会が政府・プレス・公衆に対して行った計13項目の勧告のそれぞ
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れにっいて学識経験者が寄せたコメント（「委員会勧告」）で構成されている。このうち
「委員会勧告」の中から、内川が主なものを選び出し、次のように概略を紹介している。
　例えば、プレスに対し情報と討論のコモンキャリアーとしての責任を引き受けることを求
めた項目に対しては、ガネットの社長でAPの社長でもあったポール・ミラーが、「よき新聞
というものは、自分たちとは違う思想や態度に寛大なものであって、そうでない新聞経営者
がいたら、それこそニュースだ」とコメントし、　「強い調子で反発」しているとを紹介し
た。また、非営利機関によるメディア情報サービス提供に関する公衆への勧告には、勧告に
沿った方向で大きな進歩がみられたというコメントがあったと述べている。
　35年後のエーベルの論文（Abel、1984）は、　「ハッチンス委員会によって一つのまとまり
のあるスタイルで発表された社会的責任理論は、三五年後の今日もなお生きており機能して
いる。ハッチンスの期待に若干の面では届いていないが、しかし他の面ではそれを超えてい
る」と、肯定的な評価をしている。
　内川は、エーベルが委員会の五つの要請について、それぞれ現状を論じた箇所を紹介し
た。例えば、二番目の要請「説明と批評の交流の場」の提供に関しては、　「新聞に意見と論
説のページが定着しつつあること」、「公共的な運輸通信業の原理common・carrier　principleを
取り入れるべきだとする考えが広まっていること」などを挙げ、米国のプレスがかなり前進
していると評価したという。
　これらの論議を踏まえ内川は、　「これだけ長期間にわたって持続的に論議が展開されてい
る事実には、率直にいって驚かざるを得ない」と感想を述べた。それとともに、ユルゲン・
ハーバーマスの公共圏理論（ハーバーマス、1990＝1994）3）などの社会とメディアの新しい分
析視角と、社会的責任理論がどう関連するのかという考察を課題に挙げている。
　このように内川は、ハッチンス委員会の報告書発表後の節目をとらえて出された論文を紹
介したが、すべてが米国での議論に終始している。その上、米国で議論が続いていることに
驚きを表明しているというのは、裏を返せば、日本では議論が続かなかったと告白している
ように読める。内川は社会的責任理論を紹介した一人であったが、この告白から、その後日
本での研究をリードしなかったと考えられる。
2．　1．2，大井眞二「メディアの規範理論再考序説」
　大井眞二「メディアの規範理論再考序説」は、副題として「『マスコミの自由に関する四
理論』を中心として」とあるように、メディアの規範理論について、『マス・コミの自由に
関する四理論』を手がかりに再考しようという論文である（大井、1999b）。大井によると、
四理論以前、アメリカでのメディアの規範理論は法学的研究によって担われてきたことか
ら、　「社会における制度としてのメディア」を研究の射程に含めることができなかったとい
う問題点があるという。大井は、四理論がその問題点を乗り越えているとして、四理論を出
発点に規範理論について再考した。
　この論文の狙いは、第一に「『四理論』の成り立ちを明らかにすることによって、価値自
由の外皮の裏にある『四理論』のパラレル・メッセージを析出」することである。シュラム
やシーバートの経歴、あるいは業績を検討し、『マス・コミの自由に関する四理論』が持っ
ている「反共的」性格や「大学におけるジャーナリズム教育とメディア産業との密接な結び
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つき」の性格を明らかにした。
　第二に「『四理論』が等閑視した、ないしは周辺的にしか扱わなかった問題を取り上げ、
その重要性を指摘」することであり、具体的には「経済」をめぐる問題である。
　大井は、　「四理論」の成り立ちについて、まずプロジェクトの生みの親であるシュラムの
反共的な姿勢を明らかにした。シュラムは、第二次世界大戦中、戦時情報局（OWI）などで
心理戦の研究に携わり、戦後も空軍、国務省、陸軍、国防省、情報庁などのコンサルタント
を務めた。その時期に「The　Reds　Take　a　City」　（Schramm、1951）を作成したなどの業績を基
に、反共的な姿勢を見いだすことができるとしている。
　四理論の基本的な枠組みを作ったといえるシーバートには、　「大学におけるジャーナリズ
ム教育とメディア産業の密接な結びつき」を見いだせるという。シーバートは、ジャーナリ
ズム関連組織の法律顧問を務め、メディア産業の側に立った活動を行った。ジャーナリズム
教育においては、ジャーナリズム教育評議会の創設に力を尽くしたことが挙げられる。
　また、大井は四理論の長所と短所を分析した。長所としては（D　「法学的な領域だけでな
く、歴史をも包摂するような議論の枠組みを設定するのに、少なくとも成功したように思わ
れる」という点と、　（2）古典的リベラリズムの問題点をいち早く明らかにした一一の2点を
挙げた。
　短所としては、四類型が「すくなくともすべてが同じ意味での理論とは称し得ない側面を
持っている」とする。四つの理論が同じレベルでの歴史的具体性をもっておらず、歴史と理
論がうまく接合されていないという。『四理論』を貫いているのは実は一つの理論であり、
「自由主義理論」　（リバータリアニズム／リベラリズム）であることを指摘している。
　リベラリズムのメディア理論の下では、　「メディアの自由は、国家（政府）からの自由と
定義され」、政治的自由という問題の立て方は可能なものの、経済的自由という問題にっい
て検討することはなかった。このため、独占・寡占の問題やメディア市場参入の問題が検討
されなかったと述べている。
　最後に大井は、現在のグローバル化という状況下で、四理論が依拠した国民国家の枠組み
にも見直しが迫られていることを指摘した。
　このように大井は、『マス・コミの自由に関する四理論』は、例えば反共的といった著者
の一人であるシュラム自身の、更に言えば米国自体が抱える価値観から逃れられていないと
いう問題点を明らかにし、今後検討すべき問題点として経済的自由などを指摘している。
2．1．3．林香里「『プレスの社会的責任理論』再訪」
　林香里の「『プレスの社会的責任理論』再訪」は、プレスの社会的責任理論を「〈マスメ
ディア〉を市民の視点において最初に体系的に考察した」ものとして位置づけ、市民社会と
メディアの関係に視点を置きつつ、最近の研究動向を中心に検討している（林、2001）。
　この論文でまず林は、ハッチンス委員会の報告書では責任を意味する語として「リスポン
シビリティ（responsibility）」と「アカウンタビリティ（accountability）」が用いられている
ことを指摘した。前者からはジャーナリズムの規範理論の側面が形成され、後者からはマ
ス・メディアが市民社会に対する責任を果たしているかという実践を批判する視点が生まれ
るという。
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　そして、ハッチンス委員会発足の背景を振り返るとともに、同委員会にジャーナリズムの
実務者が入っておらず、知識人によって構成されていたことが、マス・メディア業界からの
批判にっながったことを紹介した。また、提出された社会的責任理論は一般市民の視点が脱
落しており、当時、米国の一般市民の関心もほとんど呼ばなかったとしている。
　更に林は、社会的責任理論が多くの点で自由主義を克服できておらず、功利主義的思想に
依拠していることをクリフォード・クリスチャンズら（Christians、1993）やエドマンド・ラ
ンベス（Lambeth、1992）4）の研究から紹介し、功利主義的思想を基にしたことが「パブリッ
ク」という概念を十分に検討しなかった理由であるとした。
　視点を放送政策に転じ、ハッチンス委員会ができる以前の1927年、米国では連邦無線法に
よって、放送分野において「公共の利益、便宜、または必要」という原則が確立し、そこに
社会的責任論の始まりがみられるという内川芳美の説（内川、1989）を紹介している。ま
た、米国で提示された社会的責任理論が、欧州においては「公共放送制度を含むジャーナリ
ズム／メディア政策の支配的かつメインストリームのドクトリンである」との評価
　（Nordenstreng、1998）も紹介している。
　そして、社会的責任理論は、　「マスメディア市場全体が集中化、寡占化傾向を顕著にする
状況の中で、資源（周波数）の希少性という前提から規制やむを得ずとする放送政策を新聞
市場にまで拡大することによって、ジャーナリズムの改革を実行しようとしたのだった」と
結論づけた。また、現代においては放送のチャンネル数の増大とインターネットの普及によ
り「資源の希少性」が薄れていることを指摘し、　「思想の公開市場」における自由競争を想
定した方が展望が開けるのであり、　「マスメディア・システムを横断する一様な『社会的責
任』を、いわゆる『コミュニケーション産業業界』全体に要請することが明らかに困難にな
ってきている」としている。
　その上で、社会的責任理論の意義として「戦後におけるマスメディア・システムが民主主
義社会における『倫理的』存在であるべきだとする視点を明確に与えたこと」と、　「マスメ
ディア・システムの社会的存在意義について、市民の間で共有されるような価値とは何か一
社会的責任理論とはそのようなマスメディア・システムの価値論理の概念として二つの『社
会的責任』、つまりリスポンシビリティとアカウンタビリティを提出した」との2点を挙げ
た。
　最後に林は、　「『プレスの自由』概念を社会ごと、時代ごとに錬成し、更新しつづける過
程そのもの、それこそがプレスが今日社会に示しうる規範であり責任ではなかろうか」とプ
レスの社会的責任について位置づけている。
　以上のように林は、社会的責任理論について市民社会とメディアという視点からとらえる
とともに、放送政策と社会的責任理論との関係に着目し、その性格を明らかにした。
2．1．4．塚本晴二朗「アメリカ・ジャーナリズム倫理研究の潮流」
　塚本晴二朗の「アメリカ・ジャーナリズム倫理研究の潮流」は、ハッチンス委員会が発表
した『新聞の自由と責任』を起点にし、社会的責任理論についての研究の展開をトレース
し、そこから日本の倫理研究での課題を提示した（塚本、2007a）。
　塚本によると、ハッチンス委員会による社会的責任理論以降、米国では「ジャーナリズム
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倫理研究の哲学的基盤を確立しようという流れ」と「ジャーナリストに対し明文化した倫理
綱領のような形で、グローバルな指針を示そうという流れ」の二つの流れがある。
　前者の代表はジョン・メリルであり、メリル（Merrill、1974）は「最大多数の最大幸福」
という功利主義的な倫理に反対し、リバータリアニズムとカント倫理学を基本にした「自ら
の意志で自由に行動すること」を大前提におく。そしてジャーナリストの責任とは「自分の
自由な意志によって行動した結果に対する自分の責任」ということになる。こうしたメリル
の研究は、「ジャーナリズム倫理研究にしっかりとした哲学的基盤を設定しようとするもの
として受け取られ、一定の評価を受けた」という。
　後者にっいては、社会的責任理論を「アメリカ特有なものと考えず、たまたまアメリカで
生まれただけで世界に共通する、グローバルなものとする把握の仕方」から出発し、ジャー
ナリズムの倫理を国際的に比較分析しようとする動きへとつながるものと位置付けている。
そして、国際レベルでのジャーナリストの倫理を検討し、国際レベルでの指針が必要である
との認識に至っている。
　やがてこの二っの流れが合流したところに、すなわち「しっかりとした哲学的基盤を持っ
た、普遍的なジャーナリズムの倫理規範を確立させようという試み」が生まれる。それがラ
ンベスの「Committed　Journalism：An　Ethic£or　the　Pro免ssion］　（Lambeth、1992）、クリスチャ
ンズほかの「Good　News：Social　Ethics＆the　Press」　（Christians、1993）、メリルの
「Joumalism　Ethics：Philosophical　Foundations　for　News　Media」　（Merrill、1997）であると指摘
する。
　このうちランベスについては、　「メディア批判の基準や、物事がジャーナリスティックな
注目に値するかどうかの判断のための『ジャーナリストのための倫理システム』を提示しよ
うとする」と紹介した。　「トゥルース・テリング」、　「ジャスティス」、　「フリーダム」、
「ヒューマンネス」、　「スティワードシップ」の五原則を挙げ、それに基づくジャーナリス
トの活動の在り方を示したものであるとしている。
　クリスチャンズらの著書は、「倫理的なジャーナリズムのあり方として、コミュニタリア
ン・ジャーナリズムを主張する」とする。これは「コミュニティ維持のための意志によって
駆り立てられる行動は道徳的に正しく、自己中心的なものによって促されるものは間違って
いる」といった全体の福祉に対する相互作用・コミットメント（ミューテユアリティ）を基
盤とすることを提唱している。
　メリルのジャーナリズムの規範は、　「インディビジュアリズムとコミュニタリアニズムを
比較検討し、その中庸をなす」ところに求められる。ただし前者に重点があり、後者は批判
される形で検討が進められていると指摘している。
　こうした米国の潮流を受け塚本は、米国では哲学的な基盤を持ったジャーナリズム倫理研
究が進んでいるととらえ、一方で日本ではジャーナリズム倫理研究が法制研究の下位領域的
な扱いをされてきたと指摘する。その上で、倫理研究を法制研究の呪縛から解き放っことが
日本のジャーナリズム倫理研究の課題であるとしている。
　塚本はこの論文で、アメリカでの社会的責任理論研究の動向を明らかにするとともに、日
本での研究課題を示した。ここには、社会的責任理論を単純にアメリカから輸入し、そのま
ま使ってジャーナリズム倫理研究を行うのではなく、日本における倫理研究の基盤を形成す
．78．
白山社会学研究　第16号　2009
る必要があるとの姿勢をみることができる。
2．2．欧米の言論の自由・ジャーナリズム史の中で取り上げた研究
　欧米の言論の自由・ジャーナリズム史の中で取り上げたものとしては、大井眞二と谷藤悦
史が共同執筆した「近代の始まり一『プレスの自由論』再考に向けて」　（大井・谷藤1991）
や、大井の「メディアの自由の歴史一英米の理論の系譜」　（大井、1999a）5）、　「リベラ
ル・ジャーナリズムの思想史一一アングロ・アメリカンの系譜」　（大井、2005）が挙げられ
る。
　このうち「メディアの自由の歴史」は、古典的自由論をジョン・ミルトン『アレオパヂテ
ィカ』　（ミルトン、1644＝1953）　を通して論じ、ジョン・スチュアート・ミルの『自由論』
　（ミル、1859＝1996）を古典的自由論と現代的自由論の分岐点とした。そして「現代的自由論
の展開」として社会的責任理論を紹介するとともに、社会的責任理論以降の展開として「知
る権利」と「アクセス権」を挙げた。
　大井はこの論文で、社会的責任理論は、メディア企業を法人ではなく個人の自由の受託者
と考えることによって、古典的自由論の下では自由を持たない集団や制度であるところのメ
ディア企業に自由を持たせたとの考え方を示した。これにより、個人の自由の受託者である
から「市民の公的情報を入手する権利や、自由な表現の権利を擁護することがメディアの責
任として問われる」のであるという。
　その上で、現代的自由論の新たな課題としては次の2点を挙げている。まず、個人が権利
を持つというりベラリズムから、政治理論で「政治のアクターが個人から制度へ移」り、
「市民の一般福祉に責任を負うという、ネオ・リベラリズムへの転換が起こった」のに、
「プレスのリベラリズム理論には明らかなパラダイム転換が起きなかった」という点があ
る。もう1点としては、ここでも経済の問題に触れられていないことを指摘した。
　これに先立つ大井・谷藤の「近代の始まり」でも、プレスの自由論について、　「思想の自
由論」から社会的責任理論、そしてアクセス権への流れをたどった（大井・谷藤1991）。
　この論文では「メディアの多元化・融合と自由」との節を設け、イシエル・デ・ソラ・プ
ールの議論（プール、1983・1988）を紹介した。それによると、プールはメディアの自由の在
り方に関し「印刷モデル」、　「コモンキャリアモデル」、　「放送モデル」の三つを設定し、
放送メディアに広範な自由をもたらすための論を展開した。そして広範な自由の実現のため
の政策的なガイドラインを提示し、その実現を政府の介入ではなく「メディアと市民という
市場」に委ねたという。
　この動きも踏まえ、近年のプレスの自由論は、思想の自由市場論と社会的責任理論との間
を「揺れ動いてきたにすぎないともいえる」と評価した。その上で、メディアそのものの在
り方の新たな原理・原則を考える手がかりとして、ジョン・ロールズの『正義論』　（ロール
ズ、1971＝1979）　から「格差原理」と「公正な機会均等の原理」を挙げた。
　「リベラル・ジャーナリズムの思想史一アングロ・アメリカンの系譜」は、宗教改革に
端を発して人々に読み書きが普及したというところからひもとき、アメリカのジャーナリズ
ム史について述べている（大井、2005）。ここでは四理論の長所や短所について、　「メディ
アの規範理論再考序説」とほぼ同様の議論を展開している。
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2．3．日本での受容について触れた研究
2．3．1．渡辺武達「メディア倫理の社会的パラダイム」
　渡辺武達は「メディア倫理の社会的パラダイムー米・英・日の原初的検討から」と題し、
米国のハッチンス委員会とその報告書『新聞の自由と責任』　（『自由で責任あるプレス』）
　（米国プレスの自由委員会、1947＝1948）、1947年一1949年の英国の王立プレス委員会と『報
告書』　（Royal　Commission　on　the　Press、1949）、日本の「新聞倫理綱領」　（1946年制定の旧
綱領）と第1次・2次新聞法制研究会とその報告書『新聞の自由』　（日本新聞協会編、
1952）、と『新聞の責任』　（日本新聞協会編、1956）について、それぞれの経緯と特徴を詳
しく追究するとともに、比較検討し、課題を抽出した（渡辺、2004）。
　ハッチンス委員会については、報告書が「諸外国の倫理綱領の作成に対しても影響をもっ
ている」と高い評価を示した。同委員会の議論の背景には、米新聞編集者協会（ASNE）の倫
理綱領の影響があることを指摘している。委員長のロバート・ハッチンスだけでなく、副委
員長や委員の経歴も調べ、委員会自体の性格を検討している。ハッチンスはシカゴ大学学長
も務めた法学者であり、副委員長のチェフィーは言論の自由に関する権威である。このほか
に倫理・宗教哲学の専門家や哲学、政治学、歴史学の学者や財界人らが名を連ねている。ま
た、委員会がメディアの外部による議論という批判があるものの、実はプレス関係者58人、
プレス事業者や政府・私企業関係者225人以上から話を聞いたことも紹介している。
　英国の王立プレス委員会に関しては、その特徴として、　「実務的」、　「具体的」と評価
し、業界外部の委員を含む報道評議会の設立や、記者採用・記者教育についても改善を勧告
していることも挙げている。王立委員会の活動は、活字メディアに限定したことも紹介して
いる。そして、報道評議会の設立については、実際に設立された組織と活動を参照しなが
ら、議論を行っている。
　日本に関しては、まず、「新聞倫理綱領」の制定過程がGHQの指導の下に行われた経緯を
振り返り、主体性の無さを指摘する。
　また日本新聞協会の「新聞法制研究会」についても、まず第1次研究会の報告書『新聞の
自由』　（日本新聞協会編、1952）に掲載されている論文が「外国の研究事例を自分の論文の
冒頭と根幹部分に置き、その理論を援用する傾向がある」、　「客観的な記述をするふりをし
てその実、自分の主張が書かれていない」と、一読した感想として述べている。その中から
宮澤俊義の「新聞の責任」　（宮澤俊義、1952）を取り上げて、内容がハッチンス委員会や英
国王立プレス委員会の報告書から新味に乏しいと指摘し、　「先行する日本人が書いた本のコ
ミュニケーション観や倫理論その他の関連事項さえ、先達として参照された形跡もなく、内
容が稀薄にすぎる」と批判している。
　第2次法制研究会の報告書『新聞の責任』　（日本新聞協会編、1956）についても、　「裁判
になった名誉殿損事例の分析が主で、新聞という言論機関が社会に対してどのような責任を
とらねばならないかについての感覚が稀薄」と指摘した。また法解釈論に終始し、「プレス
がマスメディアとしての情報提供にどのような社会的責任をとり、そのために憲法によって
保障された『言論・表現の自由』をどう社会的に還元していくのかという具体的視点がまる
でない」と批判している。
　その上で、ハッチンス委員会の報告書と比較し、「メディアと社会の総体的な考察がな
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い」、　「プレスの（1）自由と（2）責任についての洞察と基本的視点がない」と違いを述べ
ている。
　このように渡辺は、米国・英国・日本のほぼ同時期に行われた、同様の性格をもっ委員
会・研究会の議論を検討し、その違いを明らかにした。その上で、日本で行われた研究が外
国からの輸入であり、しかも法学的な研究に終始してしまったことを厳しく批判している。
それは、日本で今後、ジャーナリズムの倫理や社会的責任理論を研究していくに当たっての
視点を指摘しているとも受け取ることができるのである。
2．3．2．塚本晴二朗「メディア倫理学の再構成：その目指す道」
　塚本晴二朗の「メディア倫理学の再構成：その目指す道」は、関西テレビ放送が制作した
　「発掘！あるある大辞典II」の捏造・データ改ざんが、結果として法規制につながりかねなか
ったことを例に、日本のメディア倫理研究が抱える問題点を指摘している（塚本、2007b）。
　まず、日本での社会的責任理論の受容について、塚本も日本新聞協会がハッチンス委員会
と同様の組織として「新聞法制研究会」を作ったことに注目する。塚本は「言論統制を経験
したばかりの時期に、マス・メディアの自由と責任というようなテーマでものを考えれば、
まず法学的な視点になるのは当然のことだろう」と理解は示したが、法制研究会が発端だっ
たことが、メディアの倫理研究が法制研究の下位領域のようになっている現状を象徴してい
ると指摘している。
　また、法学者が「メディアの社会的責任」をどのようにとらえているか、14人の学説を紹
介した。その中で長谷部恭男に代表される、メディア企業が法的に社会的責任・義務をもつ
という「法的義務説」が、表現の自由が規制対象として当然視される結果につながったとす
る。結局、メディアの公益性や社会的責任についてメディア倫理の領域で議論されず、法規
範を守ることが倫理であるというところに帰してしまうとする。それが「あるある」問題で
法規制が検討されることにつながったと指摘する。
　現在「倫理研究」として行われている第三者機関論やジャーナリズム教育論にっいても、
前者は法規制を回避するためのもので「法制研究の延長線上でしかない」し、後者は「倫理
観を持ったジャーナリストを養成しようというものではあるが、倫理の研究そのものではな
い」ととらえている。その上で、法制研究とは独立した倫理研究の確立の必要性を強調して
いる。
　塚本は、この論文で、法制研究に多くの部分を依っていた日本のジャーナリズム倫理研究
の在り方について、その問題点を明らかにした。そして法学ではない基盤に依って立っジャ
ーナリズム倫理の研究が必要だということを示したといえる。
3．むすびにかえて
　2．1．1で紹介した通り、日本での『マス・コミの自由に関する四理論』の訳者である内川
は、1993年の論文で、ハッチンス委員会の報告書に端を発する社会的責任理論について米国
でまだ議論が続いていることについて驚きの意を示している（内川、1993）。ところが、大
井が1999年に、社会的責任理論はプレスの自由史の中で「現代的自由論の展開」としてとら
えらえ、課題も示している（大井、1999a）のをはじめ、日本でも2000年代以降も『新聞の
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自由と責任』と『マス・コミの自由に関する四理論』に端を発するプレスの社会的責任理論
の研究は続いている。
　では、その研究の内容はどのようなものであろうか。例えば林は、社会的責任理論が功利
主義的思想に依拠しているという背景となる思想的な問題点を指摘し、マス・メディアに対
する一様な「社会的責任」を設定することは困難であるとした。また、大井は、四理論を貫
いているのは結局は自由主義理論であり、経済的な自由という問題の立て方ができなかった
といった問題点を指摘した。
　これらは、確かにメディアの社会的責任理論を研究するに当たって重要な指摘である。だ
が、こうした欧米での研究動向を基に、社会的責任理論自体が抱えている課題について論じ
ている中で、見落とされていることがある。それは、アメリカで生まれた「社会的責任理
論」を、日本のメディア状況やジャーナリズムの在り方にそのまま適用できるのか、また、
日本の社会状況に合わせたメディアの社会的責任とはどのようなものなのかという問題意識
が薄いということである。
　実は、今回挙げた諸研究は、その範囲を「アメリカ」に限定するという断り書きがっいて
いるものも多いとは言え、日本の先行研究についての参照が少ない。その理由として、先行
研究自体が少ないのではないかと推測される。
　その中で、渡辺と塚本は、この問題点を多少認識しているようである。渡辺の研究は「原
初的検討」と区切っていることもありその後の展開についてはそもそもの研究の範囲ではな
いが、既に挙げた通り日本での社会的責任理論の受容期に行われた研究の筋の悪さが明らか
になっている。また塚本も、日本のハッチンス委員会に相当する組織が法制研究会として発
足したことが、法制研究ばかりに傾倒した原因とみている。こうしたことが、『マス・コミ
の自由に関する四理論』などと同様の枠組みで社会的責任理論について考察した先行研究が
ほとんどない理由ではないだろうか6）。
　言論の自由の歴史は欧米に端を発し、社会的責任理論も米国から出てきた。そうした経緯
を踏まえれば欧米の研究については多いに参照すべきであろう。しかし、四理論自身が指摘
している通り、「プレスはつねにそれが活動している社会の、社会的政治的構造に応じた形
態をとり、色あいをおびている」　（Siebertほか1956＝1959：12）のではないだろうか。大井
が指摘している通り、四理論の特徴としては歴史の視点が入っており、一方で欠けている視
点として経済的構造というものがあるのであれば、それらを加えてもよい。日本の状況を基
にこうしたことを検証することなしに、アメリカで生まれた社会的責任理論をそのまま論じ
るのは、結局のところ輸入学問の域を出ないことになるのではないだろうか。
　っまり、現在の日本の社会の現状やメディアを巡る環境を改めて分析し、受け手や送り手
の意識にっいての実証的な検証するとともに、それをこれまでの日本でのメディア発達史や
法制度研究・ジャーナリズム研究と照らし合わせることが、現代日本におけるメディアの社
会的責任を論じるに当たってのスタート地点となるのである。それによって、紙媒体の新聞
はどのような記事をどのような書き方で載せれば、またテレビやインターネットの場合はど
うなのかなど、具体的な媒体に即した実践的な社会的責任の在り方の議論に踏み出すことが
できるのではないだろうか。
　インターネットの普及や若者の新聞離れが指摘される中、今必要なのは、メディア発達史
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や言論の自由・ジャーナリズム思想史を踏まえるとともに、日本の社会の現状、メディアの
現状を実証的にとらえた形で日本の社会的責任理論を研究することなのである。
注
　1）渡辺武達はAFree　and　Responsible　Pressの「原意は文字通り『自由で責任あるプレス』
で、『自由』と『責任』を同時に考えないプレスの自由論、社会的責任論などありえないと
いう主張」　（渡辺、2004：52・53）と指摘しており、渡辺によるA　Free　and　Responsible　Pressの
新訳も『自由で責任あるメディア』　（米国プレスの自由調査委員会、1947＝2008）となってい
る。しかし今回は、これまでの日本での社会的責任理論の受容を検討することを主眼にして
おり、従来の日本新聞協会訳のタイトルに従った。なお、参考文献表にある『新聞の自由と
責任』と『自由で責任あるメディア』はA　Free　and　Responsibie　Pressの旧訳・新訳である。
　2）Coiumbia　Journalism　Reviewの1967年夏号（Summer）の特集で、ジェームス・ボイラン
の論文「ハッチンス委員会・20年の回顧」　（Boylan、1967）と、　「委員会勧告」　（The
Commission　recommendations）と題した記事で構成されている。　「委員会勧告」自体には署名
は入っていないが、Boylanの論文の最後に”Special　research　for　this　article　was　done　by　Daniel　J．
Leab，　H．　B．　Crowther，　and　Carole　Ashkinaze．”と記されている。
　3）内川芳美は1973年刊行の初版の邦訳を参照している。
　4）林香里はig86年の初版を参照しているが、1993年の第2版でも同様の指摘がある。
　5）大井眞二は1993年発行の田村紀雄・林利隆編『ジャーナリズムを学ぶ人のために』で
も「言論の自由の歴史一一理論の系譜を中心に」という論文を掲載している。これは「メデ
ィアの自由の歴史」とほぼ同様の構成で、　「メディアの自由の歴史」の方が増補改訂版のよ
うな格好となっている。
　6）マス・コミュニケーションの類型として「絶対主義型」　「近代型」　「現代型」　「ファッ
シズム型」　「社会主義型」という5つを挙げ、それぞれに日本での状況を含めた形で記述し
ている日高六郎（1955）のような例はある。しかし社会的責任理論のような形で、メディア
の在り方について明確に述べているものではない。
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